
阿賀野市告示第１２１号  

 阿賀野市妊婦のための支援給付事業実施要綱を次のように定める。  

  令和７年４月２１日  

                    阿賀野市長 加 藤 博 幸   

 

   阿賀野市妊婦のための支援給付事業実施要綱  

 （趣旨）  

第１条 この告示は、全ての妊婦が安心して出産し、子育てできるよう、妊娠

期から出産、子育てまで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した

制度及び機関等に繋ぐ支援（以下「伴走型相談支援」という。）の充実を図

るとともに、妊婦への経済支援を一体的に実施するため、必要な事項を定め

るものとする。  

 （定義）  

第２条 この告示において、「妊娠」の意義は産科医療機関の医師により胎児

心拍が確認できたことをいう。  

 （給付対象者）  

第３条 この告示に基づく伴走型相談支援及び経済支援の対象となる者は、市

内に住所を有し、次の各号のいずれかに該当する妊婦とする。  

 (１) 令和７年４月１日以降に妊娠の届出をした者 

 (２) 令和７年４月１日時点で妊娠しており、令和７年４月１日より前に妊

娠の届出をした者 

 (３) その他市長が認めた者  

２ 前項の規定に関わらず、令和７年４月１日時点で妊娠している者及び令和

７年４月１日以降に妊娠した者で、妊娠の届出をしないまま流産等になった

場合においては、胎児心拍の確認、妊娠していた胎児の数及び流産等を確認

した日が証明された産科医療機関からの診断書等を提示することにより、給

付対象に該当する者とする。  

 （支援給付金の額）  

第４条 支援給付金の額は、次の各号のとおりとする。  

 (１) 妊婦支援給付金（１回目）は、妊婦１人につき５０，０００円 

 (２) 妊婦支援給付金（２回目）は、妊娠している子ども（胎児）１人につ

き５０，０００円  

 （妊婦給付認定及び支援給付金の申請）  

第５条 妊婦支援給付金（１回目）の給付を受けようとする妊婦は、市へ妊娠
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の届出時又は届出後に妊婦給付認定申請書（第１号様式）を提出し、妊婦給

付認定を受けるものとする。  

２ 転入の妊婦については、市へ妊娠の届出時又は届出後に妊婦給付認定申請

書（第１号様式）を提出し、妊婦給付認定を受けるものとする。  

３ 前各項の規定により給付認定を受けた妊婦（以下「妊婦給付認定者」とい

う。）で妊婦支援給付金（２回目）を受けようとする者は、出産予定日の８

週間前の日以降に妊婦支援給付金（２回目）申請書（第２号様式）を提出し、

妊娠している子ども（胎児）の数を届け出るものとする。  

４ 出産予定日の８週間前の日より前に出産した場合は、出産後に妊婦支援給

付金（２回目）申請書（第２号様式）を提出し、出産した子どもの数を届け

出るものとする。  

５ 妊婦給付認定者が流産・死産・人工中絶をした場合は、妊婦支援給付金（２

回目）申請書（第２号様式）を提出し、妊娠していた子ども（胎児）の数を

届け出るものとする。  

６ 妊娠の届出がなく流産・死産・人工中絶をした場合で、給付金申請の意思

がある場合は、胎児心拍の確認及び妊娠していた胎児の数、流産等を確認し

た日が証明された産科医療機関からの診断書等を提示し、妊婦給付認定申請

書（第１号様式）と妊婦支援給付金（２回目）申請書（第２号様式）を提出

するものとする。  

 （申請の期限）  

第６条 前条に係る申請の期限については、次の各号のとおりとする。  

 (１) 妊婦給付認定申請は、医療機関等で妊娠が確定した日を起算日として、

起算日から２年を経過する日までとする。 

 (２) 妊婦支援給付金（２回目）申請書は出産予定日の８週間前の日を起算

日として２年を経過する日までとする。出産予定日の８週間前の日より

早く出産した場合は、出産した日を起算日として起算日から２年を経過

する日までとする。  

 (３) 流産等の場合は、流産等したことを医療機関で確認した日を起算日と

して起算日から２年を経過する日までとする。  

 （認定及び給付決定）  

第７条 市長は、第５条の規定に基づく申請があったときは、その内容を審査

の上可否を決定し、次の各号に掲げる書類により通知するものとする。  

 (１) 妊婦給付認定通知書兼妊婦支援給付金支払通知書（第３号様式） 

 (２) 妊婦給付認定通知書（第４号様式） 



 (３) 妊婦支援給付金支払通知書（第５号様式） 

 (４) 妊婦給付認定申請却下通知書（第６号様式）  

 （給付金の支払い）  

第８条 給付金の支払いは、前条の規定に基づく支給決定後、申請のあった翌

月末までに妊婦給付認定者名義の預金口座に振り込むものとする。  

 （認定の取り消し）  

第９条 市長は、妊婦給付認定者が次の各号に該当した場合、認定を取り消し

妊婦給付認定取消通知書（第７号様式）により通知するものとする。  

 (１) 妊婦給付認定者が市外へ転出したとき。 

 (２) 妊婦給付認定者の認定申請等に関して不正があると認められたとき。 

 （資料の提供等）  

第１０条 市長は、妊婦給付認定及び支援給付金の支払いに必要があると認め

るときは、官公署及びその他の関係機関に対し、必要な事項の報告や資料の

提供を求めることができる。  

第１１条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。  

   附 則  

 この告示は、令和７年４月２１日から施行し、令和７年４月１日から適用す

る。  

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


